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第２a【事業の状況】 

























    

［国内・海外別預金残高の状況］ 

○ 預金の種類別残高(末残) 

  

 
(注)a１ 「国内」とは、当社及び国内連結子会社(海外店を除く)であります。「海外」とは、国内連結子会社の海外

店及び海外連結子会社であります。 

２ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

３ 定期性預金＝定期預金＋定期積金 

４ 「相殺消去額」とは、連結会社間の内部取引等に係る消去額合計であります。 

  

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計 
平成19年９月30日 102,171,270 17,069,644 1,610,082 117,630,832

平成20年９月30日 104,004,863 16,951,559 1,158,026 119,798,396

 うち流動性預金 
平成19年９月30日 57,595,356 6,234,031 414,650 63,414,737

平成20年９月30日 56,059,587 6,156,365 275,033 61,940,920

 うち定期性預金 
平成19年９月30日 39,054,442 10,505,326 1,159,736 48,400,032









































































(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部













































































 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(ロ)為替変動リスク・ヘ

ッジ 

 国内銀行連結子会社

及び国内信託銀行連結

子会社の外貨建の金融

資産・負債から生じる

為替変動リスクに対す

るヘッジ会計につい

て、業種別監査委員会

報告第25号「銀行業に

おける外貨建取引等の

会計処理に関する会計

上及び監査上の取扱

い」(平成14年７月29

日 日本公認会計士協

会。以下「業種別監査

委員会報告第25号」と

いう)に基づき、外貨

建金銭債権債務等�

にヘッズ対���







 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(会計方針の変更) 



 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前�
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当�
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会�

 この変更により、従来

の方法によった場合�

較して、「その他資産」

が21,136百万円減少、





  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

――――― (マスターネッティング契約に基づ
くデリバティブ取引相殺表示) 
 従来、同一相手先とのデリバティ
ブ取引の時価評価による金融資産と
金融負債については、法的に有効な
マスターネッティング契約を有する
場合には、その適用範囲で相殺し表
示しておりましたが、当中間連結会
計期間より、これらの金融資産及び
負債を総額で表示する方法に変更し
ております。 
 これは、デリバティブ取引に係る
担保金が増加基調にあることに鑑
み、信用リスクを適切に表示する観
点から検討した結果、デリバティブ
取引の時価評価による金融資産・負
債のみを相殺表示する合理性が薄れ
ており、原則通り総額で表示するこ
とがより適切との判断に至ったもの
であります。 
 この変更により、従来の表示方法
によった場合と比較して、中間連結
貸借対照表については、「特定取引
資産」が 3,336,769百万円増加、





















(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 
(注)a１ 普通株式数の増加10,850,782千株は、株式分割によるものであります。 

２ 第一回第三種優先株式数の増加99,900千株は、株式分割によるものであります。 

３ 第八種優先株式数の増加17,682千株は、株式分割によるものであります。 

４ 第十一種優先株式数の増加0千株は、株式分割によるものであります。 

５ 第十二種優先株式数の増加33,666千株は、株式分割によるものであります。 

U  普 通 株 史 ﾁ 1 0 , 8 5 0 , 7 8

ﾁ 1 0 , 6 1 3 , 4 3 U  第 一 回 第 三 種 優 先 株 史ﾁ 1 : 9  1 : U  第 八 種 優 先 株 史ﾁ 1 7 ' 1 : U  第 十 一 種 優 先 株 史ﾁ ( � U  第 十 二 種 優 先 株 史ﾁ 3 3 ' 1 : 蓄 � ｬ � � � � � 2ﾌ 自 己 株 史  U  普 通 株 史



















    

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(貸手側) 

・リース物件の取得価額、減価償

却累計額及び中間連結会計期間

末残高 

―――――――――――

a

a

(貸手側) 

・有形固定資産及び無形固定資産

に含まれているリース物件の取

得価額、減価償却累計額及び年

度末残高 

 取得価額 

 

有形固定資産 512,665百万円

無形固定資産 66,094百万円

合計 578,760百万円

 取得価額 

その他の有形 

固定資産 
510,617百万円

その他の無形 

固定資産 
70,089百万円

鴻儷9cの

固定資産 

無 形 固 � - ㈹ � # 0 6 6 , 0 9 4 百 万 円







Ⅱ 当中間連結会計期間末 

※１ 中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭

債権」中の商品投資受益権等も含めて記載しております。 



    

  なお、破綻先とは、破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実

が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社、破綻懸念先とは、今

後、経営破綻に陥る可能性が大きいと��Xb｢巻(.價ﾘﾗ8檍�,�X�(�-ﾋh~8ﾉ陥る可能性ぐﾒ営��ぐ
い寂ﾜｶ�堅ｭ

  



Ⅲ 前連結会計年度 

※１ 連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の有価証券、「現金預け金」中の譲渡

性預け金、並びに「買入金銭債権」中の有価証券及び商品投資受益権等を含めて記載しております。

















    

Ⅱ 当� a ,� a ,

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)金融商品取引所 通貨先物 375,022 19 19

店頭 

通貨スワップ △108,62� △108,62�為替予約 I5,042,677 173,677 173,677
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( ﾅ � � ｧ ｩ 9 " 蔚 9 i ﾈ 冷 " 蔚 9 i ﾈ 冷 ( ｾ � y � � i Z �
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(5)a商品関連取引(平成20年３月31日現在) 

  

 
(注)a１ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

２ 時価の算定 
取引所取引については、国際石油取引所等における最終の価格によっております。 
店頭取引については、取引対象物の価格、契約期間、その他当該取引に係る契約を構成する要素に基づき算
定しております。 

３ 商品は主に石油に係るものであります。 

  

(6)aクレ�ﾍ

   (注)�a１ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 
２ 時ま� 





Ⅲ 前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

１ ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

営業経費 2,509百万円 

２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)a当社 





(2)a連結子会社(カブドットコム証券株式会社) 

① ストック・オプションの内容 

 
(注)a１ 同社の株式数に換算して記載しております。 

２ 平成15年ストック・オプション及び平成16年ストック・オプションについては、平成16年９月28日及び平成

17年７月20日それぞれにおいて、同社は１株を３株とする株式分割を実施しているため、ストック・オプシ

ョン数は分割後の数値によっております。 

３ 平成16年ストック・オプションの付与対象者である同社の監査役１名は、平成16年６月22日開催の同社株 

主総会において同社の監査役を退任し、同社の取締役に就任しております。 

  

② ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。 

(イ)ストック・オプションの数 

 
  

平成15年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年 
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 
(名)(注)３ 

同社取締役 1

同社従業員 36

同社取締役 1

同社監査役 1

同社従業員 4

同社取締役 1

同社執行役 1

同社従業員 31

株式の種類別のストック・ 
オプションの数 
(株)(注)１、２  

同社普通株式 12,861
 
同社普通株式 1,854

 
同社普通株式 4,314

付与日 平成15年12月31日 平成16年４月30日 平成18年３月31日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使時において� �





















































(重要な後発事象) 

  

   

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度

(三菱ＵＦＪニコス株式会社の第三
者割当増資引受） 
 当社は、平成19年９月20日開催の
取締役会において、三菱ＵＦＪニコ
ス株式会社が行う第三者割当増資を
全額引受けることを決議し、平成19
年 11 月 ６ 日 に 同 社 普 通 株 式
400,000,000株を取得いたしまし
た。 
 第三者割当増資の概要 
  払込期日 

平成19年11月６日 
 1�,000,彪像円

 1002209240559博
 1042209240559博

  符当草�
  � 博ｮ会社け菱ＵＦＪ�
  �  唐cCjニ店�ャ毅%8�8ｴ%ｹ8`
 栃瑚�文{搦争��i豆ｲﾉ栂�社は三｢�篷�、三ｻO｢��:��

ナ
試ｩ ��博ｮ餓走得が 











 
   至 平成19年９月30日���前中間ﾀ齟�[ﾙ�ﾃ至 平成5当中間ﾀ齟�[ﾙ�ﾃ�僖�%8ﾈ�%�?至 平成5前ﾉ�hｩ@�Jﾘﾗ8*�.h-�齪ﾌ茜@�,ﾈ�Z｢�















３【中間財務諸表】 
(1)【中間貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,141 6,650 8,539

有価証券 107,900 93,700 41,600

未

 
6,650   

 

41,600

未未�未 �



(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

純資産の部





(3)【中間株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自a平成19年４月１日 
a至a平成19年９月30日) 

当中間会計期間 
(自a平成20年４月１日 



(単位：百万円)

前中間会計期間 
(自a平成19年４月１日 

a a平 成 1 9 博 ４ 3 獅 P 嚏 ﾔ  
( 自a平 # � 1 9 年 ４ 月 １ 日  

a a平 # � 1 9 博 ４ 3 獅 P 嚏 ﾔ ! ( 自a平成19年４月１日 

a a











































 
  

  
 

  

   

 
  

  
 

 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状



 
  

  
 

  

   

 
  

  
 

 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
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